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1．研究の目的と対象流域 
都市型洪水の流出抑制対策として雨水貯留浸透施設の導入が各地で進め

られている。本研究では真間川流域を対象とし、分布型流出モデル 1）を用

いて、雨水貯留浸透施設設置による流出抑制効果の定量化を試みた。 
解析対象は、雨水浸透施設の設置に積極的な市川市を中心に流れる真間川

流域である。真間川水系は市川市・松戸市・鎌ヶ谷市・船橋市にわたり、江

戸川の支川である真間川を本川とし、これに流入する国分川･大柏川の2つの
支川と、その派川である国分川分水路と春木川及び派川大柏川からなる。地

質は台地では関東ローム層、低地では沖積層となっているが、ここでは図1
に示す地層区分からローム層、砂地盤、不適地の3種に区分した。 
2．流出解析モデル 
解析に用いた分布型流出モデルは表面流を対象とし、有効降雨分離モ

デル、貯留施設モデル、浸透施設モデル、斜面流モデル、河道流モデル

の5つのサブモデルから構成されている。有効降雨分離モデルは流出率、
貯留施設モデルはタンクモデル、斜面流・河道流モデルはKinematic 
Wave法、浸透施設モデルは雨水浸透施設技術指針2)に基づいている。斜

面流・河道流モデルの概略を図2に示す。 
3．GISを用いたデータの作成 

SIS(GISソフト)を用いて流域界、河道を作成した(図 3)。また、SIS上で
数値地図 50m メッシュ(標高)を用い流域面積、河道長、標高を測定した。
次に｢細密数値情報(10mメッシュ土地利用)首都圏 1994｣を用いてメッシュ
をカウントし、土地利用ごとの面積を算定した。さらに、SIS 上において
DEM(数値標高モデル)と重ね合わせ、流域平均勾配の算定を行った。また、
求めた土地利用ごとの面積からそれぞれの斜面長、河道長を算定した。 
4．雨水貯留浸透施設の設置効果 
浸透施設の配置を決定する前段として、土地利用ごとの流出高を試算し

た。当然のことながら市街地と公共公益用地からの流出が非常に大きく、この 2地域に浸透施設・貯留施設を
設置した場合を想定することとした。ただし、浸透施設の形状、設置密度は市川市が定めている条件(建築面
積 38ｍ2につき 1基)とした。さらに、解析に用いる降雨は松戸地域の 5年および 50年確率の計画降雨を用い
たが、ここでは 5 年確率の検討結果を述べる。真間川流域の現況の雨水貯留浸透施設の設置規模を上述の 2
地域に設置したと仮定したときの流出高の計算結果を図 5、6に示す。 
 さらに、真間川流域の将来的に想定される市街化率および目標とする浸透ますの設置率 3)を参考に、浸透ま 
すの設置率の増加による流出低減効果を試算する。浸透施設の設置に関する目標および設定は表 1に示す通り
で、5年確率の計画降雨を用い、現況の設置率に対する流出低減効果を求めた (図 7、図 8)。 
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図 1 表層地質区分 

図 2 斜面流・河道流モデル 
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図 3 作成した流域界と河道 
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5．結果の考察 
 図 5、図 6より、現況の各施設による流出低減効果を確認
することができる。浸透施設では、総流出高、ピーク流出高

ともに約 6%程度の流出低減率となり、効果は小さいが全体
的に流出を抑制することが可能となる。  
また、オンサイト貯留施設では、降雨直後は効果が大きい

が、降雨がピークに達すると貯留量が最大となりオーバーフ

ローしてしまうためピーク流出高の低減はあまりみられな

い。次に、オフサイト貯留施設では、総流出高の低減では寄

与は大きくないが、ピーク流出高の低減率においては約

15%と比較的大きな効果がみられ、洪水対策に有効な手段で
あることが確認される。これら全ての施設を効果的に組み合

わせることが肝要となる。 
 次に、将来的に予測される低減効果(図 7、8)についてみ
る。設置地域の分布等を同じとし、設置率の変化のみで算定

していることなど、限定的な条件下ではあるが、最大限に設

置した場合に期待される効果をある程度定量化できている

と判断される。この結果、2050 年には総流出高で約 30%、
25％の低減効果が期待され、また、ピーク流出高に対して
も 5 年確率降雨では 35%の低減効果が見込まれるという試
算結果となった。 
今後、浸透ます以外の大型浸透施設なども含め、施設の種

類と地域分布、設置密度などについてさらに検討を進め、効

果的な施策のあり方について、検討を進める予定である。 
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図 5 各施設を考慮した流出低減効果(5年確率) 
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図6 各施設を考慮した流出の低減率(5年確率) 
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表 1 想定される将来の流域パラメータ 
現況 2020年 2050年

市街地割合 58.4% 67.4% 72.0%
設置目標 ― 50% 100%
浸透ます(個) 64000 258000 565000

図 8 現況の設置率に対する
ピーク流出高の低減率 
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図 7 現況の設置率に対する
総流出高の低減率 
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